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1）　科学技術動向誌 2011 年 6 月号「災害時にもロバストで有効な情報伝達手段」
2）　総務省報道資料（2011 年 8 月 2 日）：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_01000027.html
3）　（株）NTTドコモ・プレスリリース（2011 年 11 月 28 日）：http://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/2011/11/28_00.html
4）　日本電気（株）プレスリリース（2011 年 11 月 11 日）：http://www.nec.co.jp/press/ja/1111/1101.html
5）　サイボウズ（株）プレスリリース（2011 年 12 月 8 日）：http://group.cybozu.jp/news/11120801.html
　東日本大震災後には電話が混み合って機能しな
かったという教訓1）から、総務省の検討会は、デー
タ通信網を利用した音声サービスの開始に向けた
連携を日本国内の関係事業者に提言していた2）。
　これを受けて、（株）NTT ドコモ、KDDI（株）、沖
縄セルラー電話（株）、ソフトバンクモバイル（株）、（株）
ウィルコム、イ ・ーアクセス（株）の携帯電話・PHS の
国内事業者は、パケット通信を利用して災害時に音
声を届けるサービスに関する相互接続や運用方法な
どの共通ガイドラインを策定し、サービス名称を「災
害用音声お届けサービス」に統一することを決めた3）。
ユーザ ・ーインターフェイスの共通化は未定だが、操
作感や使い勝手の共通化が考慮される見込みである。
（社）電気通信事業者協会を仲介として、事業者間で
の相互接続を実現するために連携する。
　2012 年春より、（株）NTT ドコモは独自の「災害
用音声お届けサービス」を開始し、一方、KDDI（株）
と沖縄セルラー電話（株）も日本電気（株）が開発した
「音声配信ソリューション」4）を用いてサービスを開
始する予定である。送信者は、スマートフォンや携
帯端末で音声をデジタルデータに変換し、パケット
通信によってデジタル音声を通信事業者の音声蓄積
サーバーに送信する（図表参照）。受信者には音声受
信を通知するメールが直ちに送られ、音声蓄積サー
バーに接続すると、音声ファイルを受信して音声メッ
セージとして再生できる。この時、送信者側にも受
信者がメッセージを受け取ったことが通知される。
　日本電気（株）が開発した「音声配信ソリューショ
ン」は、独自の分散データベース技術によって、災
害時にやり取りされる膨大な数の音声データの処理
を可能とした4）。これを通信事業社の既存のネット
ワーク設備に適用することによって、「災害用音声
お届けサービス」の迅速な開始が可能となる。また、
同社は、クラウドサービスの一部として、個別企業
に対しても、災害時における従業員間の連絡用音声
メッセージサービスの提供を予定している。
　パケット通信を用いた音声通話は、音声品質が保
証されないため、インターネットなどの回線速度が
速い場合を除いて利用されていなかった。しかし、
同時通話でなければ音声蓄積サーバーを利用して音
声品質を上げることができる。また、パケット通信
では、通信事業者のデータ通信網だけでなくイン
ターネット網も使えるので、災害に強い構造となる。
このサービスが使われれば、電話網への集中が抑制
されるので、電話も繋がりやすくなると期待される。
　これとは別に、サイボウズ（株）は、クラウドを
用いた企業向け安否確認サービスを開始する5）。従
業員の携帯電話やパソコンに一斉メールを送って
安否情報を集計し、さらには状況に応じた対策の
指示を伝えることもできる。同社は複数のサーバー
を国外に置き、リスク分散を図る。
　このように、日本国内では、災害時の音声通信
や安否確認の手段が整備されつつある。
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